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第４章 環境行政 

 

１ 環境行政のあゆみ 

 年  月   日 事                  項 
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公害対策基本法の公布 

大気汚染防止法、騒音規制法の公布 

経済厚生部商工課に公害対策係を設置する 

水質汚濁防止法など公害関係 14 法の公布 

機構改革により経済厚生部公害課となる 

悪臭防止法の公布 

公害測定室が設置される 

企業 7 社と公害防止協定の締結（第 1 次） 

企業 17 社と公害防止協定の締結（第 2 次） 

機構改革により経済環境部公害課となる 

衣浦・西三河地域公害防止計画の内閣承認、策定 

企業 4 社と公害防止協定の締結（第 3 次） 

振動規制法の公布 

第 1 次公害防止協定の一部改定 

第 2 次公害防止協定の一部改定 

新幹線鉄道騒音に係る防音工事の完了 

中部電力第二知多火力線電波障害対策工事の完了にともなう協

定の締結 

新幹線鉄道テレビ受信障害対策工事の完了 

衣浦・西三河地域公害防止計画の内閣承認、策定（延長） 

機構改革により経済環境部環境交通課公害対策係になる 

トヨタ自動車㈱高岡工場と公害防止協定の締結 

衣浦・西三河地域公害防止計画の内閣承認、策定（延長） 

水質汚濁防止法改正（洲原池への窒素、燐排水規制） 

愛知県環境影響評価要綱告示 

西三河地域生活排水対策推進連絡会議の発足 

生活排水モデル地区実践活動の実施（野田町森前川） 

特定建設作業騒音規制基準改正 

合併処理浄化槽設置整備補助事業の実施 

環境庁主催、 ’89 環境フォーラム（開催地：東京）にて、生活排

水実践活動について野田モデル地区代表が発表 

公害測定室改造工事完了 

衣浦・西三河地域公害防止計画の内閣承認、策定（延長） 

水質汚濁防止法の改正（生活排水対策の推進） 

悪臭防止法による地域の指定等の告示 

土壌の汚染に係る環境基準の告示 

近隣騒音対策モデル地区活動の実施（熊地区） 

ミニミニ地球環境ゼミナール実施（依佐美中学校） 

環境基本法の公布 

刈谷市環境保全対策協議会設置 

第 1 次公害防止協定の一部改定 
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  年  月 日 事                  項 
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第 2 次公害防止協定の一部改定 

刈谷市生活排水対策推進計画の策定 

機構改革により経済環境部環境課となる 

環境保全行動計画「エコアクション刈谷」策定 

ダイオキシン類環境調査、住宅用太陽光発電システム設置費補

助事業、低公害車購入費補助事業の実施 

環境保全行動計画「エコアクション刈谷」一部改定 

刈谷市清掃センターでの ISO14001 システム構築開始 

機構改革により市民経済部環境課となる 

刈谷市清掃センターにて ISO14001 認証取得 

刈谷市グリーン購入基本方針の策定 

環境保全行動計画「エコアクション刈谷」一部改定 

最新規制適合車早期代替促進費補助事業の実施 

県民の生活環境の保全等に関する条例施行 

刈谷市環境基本条例施行 

刈谷市環境審議会設置 

刈谷市清掃センターにて ISO14001 認証継続 

刈谷市環境基本計画策定 

高効率エネルギーシステム設置費補助事業の実施 

公害防止協定の全部改定に伴う、環境保全協定の締結 

太陽熱高度利用システム設置費補助事業の実施 

環境保全行動計画「エコアクション刈谷」一部改定 

悪臭防止法に基づく規制方法を物質濃度規制から臭気指数規制

に変更 

刈谷市地球温暖化対策地域推進計画策定 

刈谷市環境都市アクションプラン策定 

環境保全行動計画を、職員環境行動計画「エコアクション刈谷」

として一部改定 

機構改革により経済環境部環境推進課、ごみ減量推進室となる 

 

２ 環境行政機構 

経済環境部長 

 

   

  環境推進課長 

 

課長補佐   

 課長補佐 
（環境政策係長兼務） 

環境政策係長 
（課長補佐兼務） 

 

環境政策係 3 人 

環境保全係長 環境保全係 4 人 

 

 

   

  ごみ減量推進室長 

 

室長補佐 
（減量･収集係長兼務） 

資源･管理係長 資源・管理係 5 人 

  減量･収集係長 
（室長補佐兼務）  

減量・収集係 16 人 

 

市職員総数 934 人  平成 25 年 4 月 1 日現在 
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３ 環境対策費決算の推移 

（単位：千円） 

年度 

節 

平成 20 年度 

決 算 

平成21 年度 

決 算 

平成22 年度 

決 算 

平成23 年度 

決 算 

平成24 年度 

決 算 

平成25 年度 

当 初 予 算 

1 報 酬 141 160 198 128 192 347 

7 賃 金 0 0 0 0 736 1,642 

8 報 償 費 1,072 1,480 806 163 237 631 

9 旅 費 287 207 246 103 97 334 

11 需 用 費 5,022 5,837 5,264 3,699 3,070 4,925 

12 役 務 費 3,553 3,135 2,804 847 830 2,129 

13 委 託 料 14,440 19,332 15,040 14,275 13,359 21,313 

14 
使用料及び賃

借 料 
209 185 181 190 107 685 

15 工事請負費 1,822 0 0 0 0 0 

18 備品購入費 949 0 1,508 1,722 545 0 

19 
負担金、補助 

及び交付金 
62,221 236,344 209,831 230,506 199,710 207,368 

22 
補償、補填 

及び賠償金 
0 0 0 0 0 20 

27 公 課 費 13 13 0 0 10 10 

合   計 89,729 266,693 235,879 251,634 218,893 239,404 

（注）職員の人件費は除く。 
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４ 平成24年度事業実績 

月 

項 目 

24年 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 

25年 

1 2 3 

大 
 
 
 
 
 
 

気 

二 酸 化 硫 黄 自 動 測 定             

窒 素 酸 化 物 自 動 測 定             

浮 遊 粒 子 状 物 質 自 動 測 定             

風 向 風 速 自 動 測 定             

光 化 学 ス モ ッ グ 監 視 体 制             

降 下 ば い じ ん 調 査             

湿 性 大 気 汚 染 調 査             

水 
 
 
 
 

質 

河 川 等 水 質 調 査  ○   ○   ○   ○  

洲 原 池 水 質 調 査  ○   ○   ○   ○  

生 活 排 水 対 策 事 業             

水 生 生 物 調 査    ○ ○ ○       

ダ イ オ キ シ ン 類 調 査         ○    

騒
音
・
振
動
・
悪
臭 

8 0 地 点 環 境 騒 音 調 査             

交 通 騒 音 ・ 振 動 調 査 
国道 1 号、23 号他（3 日間） 

○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○    

自 動 車 騒 音 常 時 監 視             

環 境 騒 音 調 査 （ 1 日 間 ）      ○    ○ ○ ○ 

新 幹 線 騒 音 調 査            ○ 

騒 音 自 動 測 定             

臭 気 指 数 測 定             

騒 音 ・ 振 動 ・ 悪 臭 関 係 の 
届 出 及 び 指 導 

            

そ 
 
 

の 
 
 

他 

公 害 苦 情 処 理             

地 下 水 位 調 査             

環境保全協定工場立入調査   ○ ○      ○ ○  

合併処理浄化槽設置整備事業 

補 助 金 交 付 事 業 

            

低公害車購入費補助金交付事業             

住宅用太陽光発電システム設置費 
補 助 金 交 付 事 業 

            

高効率エネルギーシステム設置費 
補 助 金 交 付 事 業 

            

住宅用太陽熱利用システム 
設 置 費 補 助 金 交 付 事 業 
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５ 環境保全協定の締結状況 

  昭和47年度に「公害防止協定」を㈱豊田自動織機始め 7社と締結以来、現在まで28社 31工場

と協定を締結しました。平成17年度に公害防止協定から環境に配慮した「環境保全協定」への改

定を行いました。 

  この協定の内容は、循環型社会の形成、緑化推進及び環境美化、地球温暖化防止などの環境保

全の推進といった内容のほか、従来からの公害防止に対する内容がおり込まれています。 

 

  環境保全協定の締結事業所一覧        （平成25年 3月 31日現在 28社 31工場） 

○昭和47年 9月 14日締結事業所  

●㈱豊田自動織機刈谷工場 ●アイシン精機㈱ 

●愛知製鋼㈱刈谷工場 ●㈱デンソー本社工場、池田工場 

●㈱ジェイテクト本社工場、東刈谷工場 ●トヨタ紡織㈱刈谷工場 

●トヨタ車体㈱富士松工場、刈谷工場  

○昭和48年 3月 29日締結事業所  

●アイシン機工㈱ ●㈱ＣＮＫ 

●愛知技研㈱ ●津田工業㈱ 

●㈱刈谷高周波工業所 ●㈱サーテックカリヤ本社工場、小垣江工場 

●ブラザー工業㈱刈谷工場 ●小林クリエイト㈱ 

●敷島製パン㈱刈谷工場 ●ユケン工業㈱ 

○昭和51年 6月 8日締結事業所  

●サンエイ㈱産業廃棄物処理センター ●戸松冶金㈱刈谷工場 

●コバレントマテリアル㈱刈谷事業所 ●㈱メイチュウ刈谷工場 

○昭和59年 7月 5日締結事業所 ○平成3年 8月 7日締結事業所 

●トヨタ自動車㈱高岡工場 ●㈱ヤマイチプライメタル 

○平成7年 9月 22日締結事業所 ○平成9年 5月 5日締結事業所 

●㈱エフディーサービス ●㈱原製作所 

○平成9年 10月 6日締結事業所 ○平成9年 12月 26日締結事業所 

●ミズショー㈱ ●大猶建設㈱ 

○平成22年 3月 18日締結事業所 

●㈱アドヴィックス 



- 56 - 

６ 特定施設等届出状況 

 (1) 騒音・振動 

    騒音規制法、振動規制法及び県民の生活環境の保全等に関する条例では、著しい騒音又は振動

を発生する施設を「特定施設」又は「騒音・振動発生施設」として定め、市長への届出を義務づ

けています。 

    刈谷市では騒音規制法に基づく特定工場は466工場、振動規制法に基づく特定工場は429工場、

また県民の生活環境の保全等に関する条例による騒音発生施設設置工場は198工場、振動発生施

設設置工場は232工場となっています。 

 

   関係法令等に係る施設別届出状況                 (平成25年3月31日現在) 

施 設 名 
騒    音 振    動 

法 (特定施設) 条例(発生施設) 法 (特定施設) 条例(発生施設) 

金 属 加 工 機 械 2,619 29 2,943 1 

空 気 圧 縮機 及び 送風 機 

（ 法 ） 冷凍 機（ 条例 ） 
2,403 549 1,547 835 

土石用又は鉱物用の破砕機 

・摩砕機・ふるい及び分級機 
47 ― 44 ― 

織 機 877 ― 287 ― 

建 設 用 資 材 製 造 機 械 4 ― ― ― 

木 材 加 工 機 械 97 ― 1 ― 

抄 紙 機 10 ― ―  

印 刷 機 械 191 ― 229 ― 

合 成 樹 脂用 射出 成形 機 428 1 472 1 

鋳 型 造 型 機 ― ― 10 ― 

デ ィ ー ゼ ル エ ン ジ ン 

及 び ガ ソリ ンエ ンジ ン 
― 28 ― 42 

送 風 機 及 び 排 風 機 ― 31 ― 292 

走 行 ク レ ー ン ― 21 ― ― 

計 6,676 659 5,533 1,171 
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(2) 騒音・振動特定建設作業の届出状況 

   建設工事は、一時的でしかも短期間で終了するのが通例ですが、場所に代替性がない上、衝撃力

を直接利用する作業があるため、騒音や振動の原因となることがあります。 

   騒音規制法、振動規制法及び県民の生活環境の保全等に関する条例では、建設工事として行われ

る作業のうち著しい騒音又は振動を発生する作業を「特定建設作業」として定め、市長への届出を

義務づけています。 

 

   関係法令等に係る建設作業の種類別届出状況 

 作  業  の  種  類 23年度 24年度 

騒

音

規

制

法 

1 くい打機等を使用する作業 21 30 

2 びょう打機を使用する作業 0 0 

3 さく岩機を使用する作業 134 151 

4 空気圧縮機を使用する作業 79 66 

5 コンクリートプラント等を設けて行う作業 5 4 

6 バックホウ（定格出力80KW以上）を使用する作業 272 281 

7 トラクターショベル（定格出力70KW以上）を使用する作業 37 25 

8 ブルドーザー（定格出力40KW以上）を使用する作業 62 52 
等
に
関
す
る
条
例(

騒
音) 

県
民
の
生
活
環
境
の
保
全 

6 建造物を動力、火薬等で解体、破壊する作業 29 37 

7 コンクリートミキサー等を使用する作業 261 244 

8 コンクリートカッターを使用する作業 186 176 

9 ブルドーザー等を使用する作業 383 406 

10 ロードローラー等を使用する作業 274 266 

振
動
規
制
法 

1 くい打機等を使用する作業 44 42 

2 鋼球を使用して破壊する作業 0 1 

3 舗装版破砕機を使用する作業 26 20 

4 ブレーカーを使用する作業 185 185 

計 1,998 1986 

 

(3) 県民の生活環境の保全等に関する条例による悪臭届出状況 

   県民の生活環境の保全等に関する条例では、悪臭関係工場等（15 業種）を定め、毎年度 4 月に

市長へ届出を義務づけています。 

 

  県民の生活環境の保全等に関する条例に基づく悪臭関係工場等数     （平成24年度） 

施  設  の  種  類 工 場 数 等 

畜産 牛 舎 施 設 1 

農業 鶏 舎 施 設 1 

し 尿 処 理 場 1 

ご み 処 理 場 2 

終 末 処 理 場 1 

合      計 6 
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７ 公害苦情 

 

 公害苦情の状況 

  平成 24 年度の公害苦情は、合計 79件を受付し処理しました。この数は昨年に比べ 11件増加

しています。その内容は、騒音が 33％と多く、続いて大気汚染が 28％、水質汚濁が 24％、悪

臭が 13％という状況でした。 

  一方、刈谷市の公害苦情を用途地域別の割合で見ますと、住居系の苦情が 46％、調整地域が

33％、工業地域が 9％、準工業地域が 4%、近隣商業地域が 4％、商業地域が 4％となっておりま

す。 

  基本的に少しの注意と思いやりで公害苦情は減少できると考えています。 

  ※住居系とは、第 1種低層住居専用地域、第 1種中高層住居専用地域、第 2種低層住居専用

地域、第 2種中高層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2種住居地域、準住居地域の総称。 

 

 (1) 公害苦情の推移 
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 (2) 平成 24 年度公害苦情の発生源・種類別受理件数 

 

種類別 

 

 

 

 

発生源 

典 型 ７ 公 害 典
型
７
公
害
以
外
の
苦
情 

合

計 
大

気

汚

染 

水

質

汚

濁 

土

壌

汚

染 

騒

音 

振

動 

地

盤

沈

下 

悪

臭 

計 

製 造 事 業 所 8 4  13   3 28  28 

 
木 材 ・ 木 製 品 ・ 家 具 2       2  2 

化学工業・石油石炭製品       1 1  1 

鉄 鋼 ・ 非 鉄 金 属 ・ 

金属製品 
2 1  2   1 6  6 

機 械 器 具    3    3  3 

そ の 他 4 3  8   1 16  16 

修 理 工 場       1 1  1 

建 築 ・ 土 木 工 事 1   5    6  6 

下 水 ・ 清 掃 事 業           

商 店 ・ 飲 食 店  1  4   2 7  7 

住 宅 ・ 田 畑 9 5  1    15  15 

そ の 他 3 2  3   1 9 1 10 

不 明 1 7     3 11 1 12 

計  22 19  26   10 77 2 79 

(3) 種類別用途地域別苦情件数 

用途地域 

 

種類 
住居系 

近隣 

商業 
商業 準工業 工業 調整 その他 

合計 

23 年度 24 年度 

大 気 10 1  1 1 9  14 22 

水 質 9 1   1 8  18 19 

騒 音 13 1 2 1 3 6  23 26 

振 動          

悪 臭 3  1 2 2 2  8 10 

その他 1     1  5 2 

合 計 36 3 3 4 7 26  68 79 
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（このページは空白です） 

 

 


	

